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限定承認と相続財産の破産
濵田陽
子
一
　
はじめに
　
相続が生じる前は、被相続人の債権者は被相続人の責任財産のみを、相続人の債権者は相続人固有の責任財産の
みを、それぞれ引き当てとしている。相続が開始して相続財産が相続人に帰属すると、被相続人の責任財産と相続人の責任財産が混合し、これによって相続債権者と相続人の債権者は、相続財産と相続人固有の財産 両方に対して権利を行使することがで る。このことは、 財産が債務超過にあるときは相続人の債権者に不利益をもたらし、相続人固有の財産が債務超過にあるときは相続債権者に不利益をもたらす可能性がある。そのために、相続人、相続債権者、受遺者、相続人の債権者との間 利害関係を調節する方法として、民法における限定承認、財産分離の制度と、破産法における 財産の破産、相続人の破産の制度があ 。　
限定承認とは、相続人の意思表示に基づいて、相続債権者および受遺者のため 範囲を 財産に限
定する制度である（民法九二二条） 。相続人によって限定承認がなされると、被 人の遺産と相続人固有の財産は分離され（同法九二五条） 相続債務や遺贈 の責任財産は相続財産中の積極財産の額に限定される。相続人は、それ以上の義務の履行を強制されない。このように限定承認は、過大な債務の相続から相続人を護るため 、本来
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相続人が負うべき相続債務の無限責任を、相続財産を限度とする有限財産に転化するものである。他方で、相続債権者はもともと債務者であった被相続人の財産を引き当てに債権を取得したといえるので、相続人に限定承認を認めても不当ではない。その結果、限定承認がなされると、相続財産は債権者の め 清算され 残余があれば相続人に引き渡されることにな
る
（（
（
。
　
財産分離とは、相続債権者または相続人の債権者の請求に基づいて相続財産と相続人固有の財産を分離し、相続
財産については相続債権者に、相続人固有の財産については相続人の債権者に、それぞれ優先弁済権を認める制度である（民法九四一条、九四二条、九四八条、九五〇条） 。このうち相続債権者の申立てによるものを第一種財産分離、相続人の債権者によるものを第二種財産分離と呼ぶ。限定承認のよ に責任財産を限定する効果はないので、相続人固有の財産もなお相続債務 責任財産である。しかし、 債権者や受遺者は、相続人の債権者が満足を得るまでは個別執行による満足を得 ことができず、財産分離後の清算手続および相続人の破 手続においては、相続人の債権者に劣後する（同法九四八条、九五〇条二項、破産法二四 三項） 。　
平成一六年改正以前の破産法は、限定承認または財産分離の後に相続財産が債務超過の状態にあることが発見さ
れた場合には相続人に相続財産破産申立義務を課し（旧破産法一三六 三項） 、相続財産破産の優先性を認めていた。しかし、実際には相続財産について破産申立てがなされることは稀 り、限定承認に基づく簡易な清算手続が事実上相続財産の破産手 を代替して
た
（（
（
。そのため、この規定はかねてからの疑問の
声
（（
（
に応えるかたちで、現
行破産法では削除された。これにより、債務超過に陥った相続財産の清算手続 選択肢が法律上備わったこ にる。　
限定承認による清算は厳格な清算手続というよりも、本質的には合意配当であるとも捉えられてお
り
（（
（
、その分手
続的な柔軟性が高い。他方で、債務超過の財産を利害関係人の衡平を図りつつ債権者へ公平に弁済し、相続財産
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終局的に清算するには不十分な点があると指摘されてい
る
（（
（
。債務超過に陥った財産の清算においては、一般に債権
者および利害関係人の間の利害対立が深刻であり、こ らすべての利害関係人の権利を公平かつ公正に調整する必要がある。これは相続財産の清算においても実現されるべき理念である。そしてこ 理念の実現のためには、債権者および利害関係人の権利関係 公平な調整のほか、清算手続の結果生じ 可能性のある不 益を正当化できるだけの手続関与の機会を、債 者をはじめ利害関係人に保障する必要がある。そこで本稿では、限定承認による清算手続と破産に る清算手続の違いを、主に手続的 視点から比較検討する。なお、財産分離における清算手続は、限定承認によるそれとほぼ同じであるので、本稿では限定承認におけ 清算手続を中心に破産手続との比較を行うことにす
る
（（
（
。二
　
手続の開始と手続機関
㈠
　
手続の開始
　
限定承認をするには、原則として、相続人が相続開始を知った時から三か月以内に、限定承認の申述書に相続財
産の目録を添えて、相続開始地を管轄する家庭裁判所に申述しなければならない（民法九二四条、家事事件手続法二〇一条一項、五項） 。相続財産の目録 は、相続開始 よって承継取得した積極・消極の財産を 知ることが きた限度で記載す
る
（（
（
。裁判所は、申述書の形式的要件が具備され、申述が本人の意思に基づいてなされており、実体
的要件の明白な欠缺がないと認めるときは、申述受理の審判をす （家事事件手続法別表一第九二
項
（（
（
） 。この審判は
申述書に記載された時に効力を生じる（同法二〇一条七項） 。申述を却下する審判に対しては、申述 が即時抗告をすることができる（同条九項三号） 。
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相続財産の破産は、相続債権者、受遺者、相続人、相続財産管理人、遺言執行人が申し立てることができる（破
産法二二四条一項） 。管轄裁判所は、被相続人の相続開始時の住所地を管轄する地方裁判所である（同法二二二条二項） 。相続財産の破産は、相続財産が相続人固有の財産と混合する前に申立てを 必要があるので、民法九四一条に基づく財産分離を請求することができる間か、限定承認もしくは財産分離の手続が進行中の間に限って、申し立てることができる（同法二二五条） 。破産手続開始申立ては、必要事項を記載した申立書を裁判所 提出し（同法二〇条一項、破産規則一条、一三条一項 、 開始原因について疎明しなければならない（同法二二四条二
項
（（
（
） 。ま
た申立人は裁判所 定め 額の予納金を納めなければならない（同法二二条一 ） 。破産財団の財産状況等については、記載がなくとも申立却下の対象にはならないが、規則により記載するよう求められている（同規則一三条項） 。裁判所は、相続財 に債務超過の事実があると認めるときは、破産開始決定をする（同法二二三条、三〇条一項） 。この決定は、決定時より効力を生じる（同法三〇条二項） 。破産開始申立てについての裁判 対し は 利害関係人が即時抗告をすることができる（同法三三条一項） 。㈡
　
手続機関
　
限定承認がなされると、単独相続の場合には単独 人たる限定承認者が、共同相続の場合には、家庭裁判所が
共同相続人の中から職権によって選任する相続財 管理人が、相続財産を管理す （民法九三六条） 。こ ら限定承認者が相続財産管理を行う際 は、自己のものを管理する と同一 注意義務の内容と同一の注意義務を負う（同法九二六条一項） 。管理上の注意義務が「その固有 おける と同一の注意」の程度 されてい は、相続産は本来は相続人の であり、他人の財産と同じように善良な管理者の注意を払わせる は相 人によっ 過酷であり、実際上も守られにくいので この程度の注意義務で良いとの理由に基づいてい
る
（（1
（
。
　
相続財産を管理する限定承認者には、委任に関する規定が適用される（民法九二六条二項、六四五条、六四六条、
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六五〇条二項・三項）ので、相続債権者および受遺者は、限定承認者に対して、いつでも相続財産の管理状況を報告するよう求めることができる。他方で、限定承認者は、相続財産管理に際して受け取った金銭その他 物を相続財産に組み入れ、管理に要した費用の償還、負債の弁済、損害の賠償等を相続財産から支出させることができる。もし相続財産に利害関係を有する相続債権者や受遺 あるいは検察官が相続人主導の遺産管理を不安に思う きは、家庭裁判所に対して相続財産の保存のために必要な処分を求めることができる（同法九二八条） 。　
家庭裁判所に求めることのできる処分の中には、相続人ではない第三者から相続財産管理人を選任することも含
まれる（請求による相続財産管理人、民法九二六条二項、九一八条二項三項） 。請求による相続財産管理人は、財産の管理について善管注意義務を負い（家事事件手続法二〇一条一〇項、一二五条六項、民法六四四条） 、家庭裁判所の監督権に服する（家事事件手続法二〇一条一〇項、一 五条二項、三 四項） 。この点で、破 にお る破産管財人に類似する（破産法七五条一項参照） 。請求による相続財産管理人が選任されたとしても、限定承認者は相続財 の管理処分権を失わず、請求による相 財産 人には清算権限が認められていない（民法九二九条ないし九三二条、九三六条三項参照） 。 、破産管財人のように、管理対象たる財産の管理処分権を集中させる規定（破産法七八条一項）がなく、遺言執行者のように相続人の相続財産 対する処分行為を禁止する規定（民法一〇一三 ）もなく、処分権を失うこと 公示する規定（同法九四五条参照）もないというのがその理由であ
る
（（
（
。したがって、限定承認で清算を行うのは常に限定承認者である。
　
破産手続においては、破産手続開始決定と同時に破産管財人が選任され（破産法三一条一項） 、破産財団を構成す
る相続財産についての管理処分権は破産管財人 専属する（同法七八条一項） 。破産管財人は、こ 管理処分権に基づいて を管理・換価し、清算を行う。破産管財人にはその職務を遂行するにあたって 善 注意義務が課されて （同法八五条一項） 。破 がこの義務に違反 た場合 は、利害関係 対して損害賠償責任を負
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う（同法八五条二項） 。また、破産管財人の義務違反は破産裁判所の監督権発動の原因になり、場合によっては解任事由になる（同法七五条二項） 。　
破産手続では、破産裁判所も手続に関与する。破産裁判所は手続の開始・終了に関わる裁判を行い（破産法一五
条一項、三〇条一項、二一六条一項、二一七条一項、二一八条一項、二一九条一項、二二〇条一項など） 、破産債権者その他の利害関係人の権利義務に関する争いに対して裁判を行う（同法一二五 、一二六条二項、一七三条二項、一七八条一項、一八 二 など） 。また裁判所は、破産管財人の選任（同法七四条一項） 、債権者集会の召集・指揮（同法一三五条一項、一三七条） 、債権届出の受理（同法一一一条） 、債権調査期日の実施（同法一二 条、一二二条）など手続の実施機関として関与するほか、破産管財人や債権者集会など手続機関に対する監督を行う（同法七五条一項、一四四 ・五項など） 。
三
　
債権者の地位
㈠
　
清算手続への参加
　
限定承認者は、相続債権者および受遺者に対して、限定承認をしたことおよび請求の申出について公告をしなけ
ればならない（民法九二 条一項前段） 。公告は官報によって行われ、これにより利害関係人に限定承認が行われた事実を通知したものと擬制され
る
（（1
（
。請求の申出期間は、最短で二か月である（同項後段） 。公告においては、相続債
権者および受遺者が期間内に申出をしない場合には、清算から除斥され 旨を付記しなければならない（同条二項本文） 。公告に加えて、知れている相続債権者および受遺者には、個別にその申出を催告しなければ らず（同 三項） 、申出がなかったとしてもこれらの者を除斥することはできない（同 二 但書） 。知れている相続 およ
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び受遺者とは相続人が債権者と認めている者を指し、被相続人が支払義務を争っていたり、相続人も債権者と認めない者はこれに含まれな
い
（（1
（
。相続債権者であることは明らかであるが、その債権額が不明または争いがある場合に
は、申出の催告をする必要があ
る
（（1
（
。これらの公告・催告以外に、限定承認者が相続債権者の調査をする義務はない。
限定承認者が過失により相続債権者の存在を認識せず、その結果各別の催告を怠ったとしても、損害賠償責任（同法九三四条）は問われな
い
（（1
（
。
　
破産手続においては、破産開始決定と同時に債権届出期間等が裁判所によって定められ、これらは官報によって
公告される（破産法三二条一項、一〇条一項） 。これに加えて、破産管財人、 、知れている破産債権者、知れている財産所持者等に対しては通知がなされる（同法三二条三項） 。債権届出期間は、原則とし 破産手続開始決定から二週間以上四月以下である（破産規則二〇条一項一号） 。破産債権者が債権者集会における議決権や配当の受領など破産債権者として手続上の権能を行使したければ、定められた債権届出期間中に、自己の債権を破産裁判所に届け出なければならない（同法一一一条） 。届出のない破産債権は破産配当に加わることができない。㈡
　
相続財産に対する優先権の行使
　
相続財産上に先取特権（民法三〇三条） 、質権（同法三四二条） 、抵当権（同法三六九条） 、留置権といった優先権
をもつ相続債権者は、請求申出期間中であっても、その権利を実行して弁済を受けることができ 。これらの債権者は配当弁済において最優先の取扱いを受ける者 り、目的物の上に排他的独占的にその権利を行使することができるからである（同法九二九条但書、九三五条但書参
照
（（1
（
） 。
　
破産手続では、特別先取特権、質権、抵当権は別除権とされ（破産法二条九項一〇項、六五条一項） 、破産手続
よらずに、それぞれの担保の目的物から優先的に弁済を受けることができる（同法六五条一項） 。これに対して一般先取特権は、破産者の総財産の上に成立する 権であるので、優先的破産債権の地位が与えられる（同法九八条
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一項） 。留置権のうち、商事留置権は特別先取特権とみなされて別除権が認められるが（同法六六条二項） 、民事留置権は破産手続との関係ではその効力を失う（同条三項） 。　
被相続人に対して債権を有するとともに同種の債務を負担する相続債権者がいた場合に、当該相続債権者が限定
承認者に知れている者であって、その債権が限定承認の申述前に取得され、債権債務の対立関係が生じていたときは、限定承認の申述が受理された後でも 相続債権者から相殺するこ ができ
る
（（1
（
。相殺の担保的効力および相殺に
対する債権者の期待的利益が保護されるのは 破産手続でも同様であ （破産法六七条一項） 。破産手続開始時において当事者の相殺に対する合理的期待があ 場合、すなわち手続開始時において自働債権と受働債権が互いに担保視し合っていれば、破産債 者による相殺 認められる（同法七一条、七二条） 。㈢
　
手続外での権利行使
　
限定承認によって、相続財産は一種の凍結状態に入る。凍結の目的は相続債権者や受遺者に公平な配当弁済をす
ることにあ
る
（（1
（
。民法九二七条が所定の期間内に相続債権者および受遺者に対する公告と催告を限定承認者に義務づ
けたのも、公平な配当弁済という目的を実現するために、債権者の氏名および債権の数額を明確にするためであ
る
（（1
（
。
請求申出期間が満了する前には、たとえ相続 が弁済期 至っ としても、限定承認者は当該債権者に弁済を拒むことができる（同法九二八
条
（11
（
） 。請求申出期間満了後は、限定承認者は弁済を拒絶することができない。したがっ
て、相続債権者および受遺者は、限定承認者に対して、直ちに相続財産をもっ 弁済するよう求めることができ
る
（1
（
。
　
限定承認された相続財産について相続債権者による強制執行がなされる場合には、 限定承認後の弁済手続よりも、
強制執行が優先するとの考え方が通説であ
る
（11
（
。したがって債権者が債務名義を有している場合には、相続財産に対
して することができ 。相続財産に対して強制執行開始決定 なされた場合に、限定承認者 民法九二七条所定の請求申出期間中であることを証明する文書を提出したときは、申出期間満了に至るま 執行手続は停止
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する（民事執行法三九条一項八号類
推
（11
（
） 。請求申述期間を経過した後は、限定承認の事実および申述受理の事実を執
行裁判所に提出するだけでは足りず、限定承認があったことを主張して請求異議訴訟を提起しなければならな
い
（11
（
。
　
破産手続では、破産法に特別の定めがある場合を除いて、破産手続によらなければ破産債権を行使することがで
きない（破産法一〇〇条一項） 。したがって、破産管財人の側から破産債権者に対して任意に弁済することは禁止され
る
（11
（
。破産管財人がこれに違反して任意弁済をした場合には、善管注意義務違反に基づく損害賠償責任が問われる
（同法八五条参照） 。また破産財団に属する財産に対する強制執行、仮差押え、仮処分、一般先取特権の実行等もすることができず（同法四二条 項） 、係属中のものは失効する（同法四二条二項本文） 。㈣
　
否認
　
限定承認に固有の制度として、被相続人による生前処分の効力を否定する制度は存在しない。ただし判例は、不
動産の死因贈与の受贈者が贈与者の相続人でもあったという事例において、限定承認がされた場合、死因贈与を原因とする限定承認者への所有権移転登記が相続債権者による差押登記よりも先にされていたとしても、信義則 より、限定承認者は相続債権者に対して不動産の所有権を対抗できないとしてい
る
（11
（
。
　
破産手続では、被相続人、相続人、相続財産管理人または遺言執行者が相続財産に関してなした行為が破産者が
した行為とみなされ、否認の対象 なる（破産法二三四 ） 。破産管財人 、これらの者がした詐害行為や偏頗行為に対 て否認権を行使し いったん破産財団から失われた財産を破産財団に取り戻す とができる。
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四
　
換価・配当
㈠
　
財産の換価
　
相続債務が相続財産を超過している場合には、相続債権者および受遺者に対して配当による弁済を行う必要があ
ることから、相続財産は換価されなければならない。換価は、競売の方法によって行われる（民法九三二条） 。競売によ 換価が定められているのは、相続財産を公正 方法によって売却するとともに、任意売却による不当な廉価での換価を防ぐためであ
る
（11
（
。競売は、民事執行法が規定する担保権の実行としての競売の例（民事執行法一九五条）
によるが、配当を目的として行うのではなく、換価 平にするために競 制度を利用するというものであ から、形式的競売である。競売によらずに代物弁済することは許されな
い
（11
（
。被相続人の所有名義となっている不動産につ
いて競売の申立てをするには、いったん限定承認をした相続人に登記名義を移したうえで、競売の申立てをす
る
（11
（
。
形式的競売は被担保債権の満足を目的とするも いが、執行実務では、担保権の実行としての競売 同様に消除主義が採用されてい
る
（11
（
。競売の結果得られた売却代金について、もし抵当権等の優先権を有する者があれば、
まずこれらの者に弁済金を交付または配当し 残余を限定承認者が受領す
る
（1
（
。限定承認者が競売によらずに任意売
却することができるかという点について、一般には売却それ自体 有効 解されているようである。任意売却等よって相続債権者および受遺者に損害が生じたときは、民法九三四条により限定承認者は損害賠償責任を負
う
（11
（
。
　
相続財産のうちに相続人の今後の生活基盤となる財産等が含まれていたり、相続人にとって特に手放したくない
財産があって、限定承認をした相続人がこれらの財産の取得を希望する場合には、限定承認者は、家庭裁判所 選任した鑑定人の評価額を支払うことで、競売手続を差し止め、相続財産の全部また 一部を引き取ることができる
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（民法九三二条但書） 。相続債権者および受遺者にとっては、相続財産の価額が保全されれば彼らの利益は保護されるので、相続財産を相続人に帰属させること自体に不利益はない。他方で、相続債権者および受遺者は、当該財産についての競売ならびに鑑定が適正かつ公平に行われているかにつ て、重大な利害関係を有する。そこで民法九三三条は、相続債権者および受遺者に対して、競売または鑑定の手続に参加することを認めている。しかしながら、この参加手続に対しては多くの問題が指摘され おり、実際 競売・鑑定手続に立ち合い、競売実施機関または鑑定人に対して意見を述べる機会が与えられるだけであって それ以上に積極的 手続に関与することは困難だとされてい
る
（11
（
。
　
破産手続の目的は破産債権者に対する配当の実施であるから、破産管財人は破産財団に属する財産を換価して、
配当財団を形成する。換価 原則として民事執行法その他強制執行の手続に関す 法令に従って行われる（破産法一八四条一項） 。また、破産管財人は、民事執行法等の規定によって、別除権の目的である財産の換価をすることもできる（同 二 破産財団に属する権利で登記がされたもの い は、裁判所書記官 よっ 破産開始の登記が嘱託されるので、破産管財人は換価 際して新たに 手続をする必要はない。裁判所 許可が れば任意売却による換価も可能である（同法七八条二項） 。実務では、民事執行法 よる競売よりも任意売却による方が効果換価できることから、競売の方法が選ばれることはあまりな
い
（11
（
。
㈡
　
配当弁済
　
請求申出期間が満了すると、相続財 に対する債権者、 の種類および額が判明する。限定承認者は、民法九
二九条に従い、申出をした相続債権者および受遺者に対して弁済を行う。弁済を受ける順序は、第一に優先権を有する債権者、第二に相続債権者 請求を申し出たか限定承認者 知れ い 者、第三 で請求を申し出たか限定承認者に知れて る者（同法九三一条） 、最後に相続債権 および受遺者 請求 申し出ずかつ限定承認者に知
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れていない者である（同法九三五条） 。優先権を有する債権者とは、相続財産上に先取特権、質権、抵当権、留置権を有する債権者のことであ
り
（11
（
、優先権の内容に応じて、優先権の目的の価額の限度において優先弁済を受ける。優
先権の目的の価額が債権額に満たない場合には、その不足額について他の債権者とともに割合的弁済を受ける。　
一般債権者および知れている債権者への弁済は、優先権を有する債権者に対する弁済が完了し、なお財産がある
場合に実施される。ここでいう「知れている債権者」とは、債 者の氏名および債権額が もに判明していることを意味する。債権額が不明であっても、相続債権者は請求の申出はできるが、弁済を受けるためには債権額が明らかである必要があ
る
（11
（
。民法九二七条一項所定の請求申出期間満了前に債権額が不明確であった者でその債権額が後
に明らかになった者は、申出期間内に申出をしなかった者（民法九三五条）に該当し 優先権を有する債権者、一般債権者、受遺者への弁済が終了しなお残余財産がある場合にのみ弁済を受けることができ
る
（11
（
。
　
配当においては、それぞれの 額の割合に応じて弁済がなされる（民法二九二条本文） 。弁済を受けうる債権は
金銭に評価されうるものでなければならない 、不可分債権や非金銭債権はすべて金銭に評価して弁済され
る
（11
（
。
弁済期未到来の債権は、限定承認 が期限の利益を放棄するかたちで、直ちに される（同法九三〇条一項） 。条件付債権および存続期間の不確 な債権 家庭裁判所が選任した鑑定人の評価 従って弁済される（同条二項） 。　
相続財産の破産でも、相続債権者の債権は受遺者の債権に優先する（破産法二三一条） 。その上で、各相続債権者
および受遺者の債権は、それぞれ破産手続における破産債権 優先劣後（同法九八条、九九 に従って按分弁済を受ける。特定の財産上 担保権をもつ者は、別除権者として手続外 の権利行使が認められているが 別除権行使後に不足額が生じた場合に 最後配当の除斥期間中に証明しなければ、不足額につ て配当を受けることができない（同法一〇八条一条、一九八条三項） 。　
破産債権の存否・額につき争いがある場合には、当該破産債権について債権確定のための手続 係属中であるこ
岡　法（68―３・４） 346
五〇
とを最後配当の除斥期間中に証明することで、最後配当の手続に参加することができる（破産法一九八条一項） 。最後配当の実施までに当該破産債権の額等が確定しない場合には、破産管財人は当該破産債権者に対する配当額を供託する（同法二〇二条一号） 。 届出期間中に債権額が明らかでないことをもって、他の届出 債権者に劣後させる取扱いはない。　
期限未到来の債権は破産手続開始時において弁済期が到来したものとみなされ（破産法一〇三条三項） 、非金銭債
権、額が不確定な金銭債権、金額または存続期間が不確定の定期金債権は、破産手続開始時の評価額をもって破産債権の額とされる（同条二項） 。停止条件付債権および将来の請求権は、最後配当の除斥期間（同法一九八条一項）内に条件成就または期限到来により権利が発生しないときには、最後配当から排除される（同条二項） 。解除条件付債権の場合には、条件が成就していない限り、配 額全額を受領でき 。
五
　
若干の考察
　
単純承認を原則とする民法の相続制度において、限定承認や相続放棄は、相続において相続人個人 自由 意思
を尊重する制度として位置づけられている。限 承認をすること 、相続人は、相続債権者および受遺者による相続人固有の財産に対する権利行使を防止することができる。また相続財産の限度で相続債務の弁済を行った 残余財産があれば、相続人はそれを相続することができる。限定承認によって相続債権者 び相続人 債権者の利益が保護される場合もある。もし限定承認が認められないならば、相続人が債務超過に陥っている場合には相続者の取り分が減少する可能性があり、逆に、相続財産が債務超過の場合には相続人の債権者の利益 害される可能性がある。しかしながら、これら相続債権者および相続人の 権者の利益保護のためには別 財産分離の手続が用
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意されており、限定承認における相続債権者および相続人の債権者の利益は、限定承認が認められたことによる結果的な利益であると考えられる。したがって、限定承認の目的は第一に相続人の保護にあると考え 、その手続も相続人の を第一に構成さ ている。これに対して破産手 は、破産債権者に対する公平かつ平等な配当を行うことで、破産債権者全員の利益を保護す ことを第一の目的とする手続である。　
限定承認における清算手続で清算業務を取り扱うのは限定承認者であって、第三者的な立場にある破産管財人の
ような者が清算手続を担当するわけではない。財産の管理・換価・配当弁済における注意義務 破産管財人 負うそれ りも低く、常に家庭裁判所の監督に服するわけではない。限定承認者による適正な清算手続 確保は、事後的な損害賠償責任（民法九三四条）の可能性と、相続債権者および受遺 に る監視・監督に委ねられてい 。　
破産手続が開始されると、破産債権者は破産手続外で自己の債権を行使することが禁止される（破産法一〇〇条
一項） 。これに対して限定承認 おける清算手続では 債権者によ 請求申出期間内は弁済を拒絶できるが（民法九二八条） 、申出期間満了後の弁済拒絶には法的な根拠がない。弁済されるべき債権 数額が判明するのは申出期間終了時であり、限定承認者はそれから具体的な弁済額の計算に入ると考えられ が、申出期間満了後の債権者から弁済請求の数量によっては、限定承認者による相続財産 公平な分配に向けた円滑 業務が阻害される可能性がある。また現実問題として、上記申出期間内であっても、交渉力 強い債権者に対して限定承認者が弁済を拒絶することが容易ではない場面もあるだろう。清算手続 おいて公平な清算を行う義務（同法九二九条）と不当な弁済に対する損害賠償責任（同法九三四条）を限定承認者に課しつつ 適切 清算業務を行うための手続的な措置を講じないのは、限定承認者によって酷で と考える。すで 学説において主張されているよ に、弁済拒絶権を認めるなど何らかの手続上の手当が必要である。　
限定承認における清算手続では、有名義債権者の強制執行を止める方法も限られている。もし限定承認による清
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算手続中に相続債権者による強制執行が終了すると、当該相続債権者と他の相続債権者との間の公平な弁済は実現しない結果が生じうる。このことは、民法と民事執行法における手続の調整が図られていないこと 結果であるから、これによって限定承認者の責任が問われることはな
い
（11
（
。しかしながら、債権者間の公平な弁済の実現という清
算手続一般の目的からは、必ずしも望ましいことではないだろう。また、相 債権者間の権利実現に向けた競争が激化して限定承認者の負担が増加し、清算手続の円滑な進行が阻害される可能性もある。そ 結果、清算手続に協力的な相続債権者が本来得られるはずの配分額を得られないことにもなりかねない。むしろ複数 個別執行が係属する場合には、相続人と相続債権者との個別訴訟によって問題を解決 よ も、包括執行として 性質を有する破産手続を開始させて その中で相続債権と 務 総 確定す 方が適切であ 、手続も煩瑣にならずにす
む
（11
（
。
　
そのほか、破産手続と比較した際の限定承認における清算手続の特徴として、以下の点を挙げることができる。
限定承認をしても相続財産に差押登記や破産の登記のような公示手段は取られて いので 相 財産に関する取引の安全を慎重に考慮し ければならない。 手続と違って債権者集会や債権確定手続がないので 債権者が清算手続について意見を述べたり、他の債権者 債権に対する異議を述べ 機 が保障されてい い 否認や相殺制限の規定もないので、実体関係と乖離した弁済や偏頗的な満足、相続財産の不要 減少を強制的 是正する方法が備わっていな
い
（1
（
。
　
他方で、特定の目的物に対して担保権を有する債権者の保護は限定承認の方が手厚い。特別先取特権 質権、抵
当権に基づく個別の権利行使が められる点は限定承認でも破産 でも同じであるが、民事留置 につ ては限定承認では留置の効力は失われず、債務の弁済があるまで目的物を留置するこ で事実上 優先弁済を受けたのと同一の結果になる。また、限定承認では優先権を有する債権者と て一般 に先だって配当弁済を受領するが、破産手続では別除権行使後の不足額 は一般破産債権者として配当 受ける ぎない。また相 財産の弁
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済に与りうる相続債権者および受遺者の範囲も、限定承認の方が広い。破産手続では債権届出期間中に自己の破産債権を届け出なかった破産債権者は一律に破産手続から排除される。これに対して限定承認では、民法九二七条一項の請求申出期間内に請求を申し出なかった相続債権者および受遺者に対しても、残余財産がある場合に限られるが、弁済が予定されている。　
債権額が不明または争いがある場合の取扱いは限定承認と破産手続とで異なる。 限定承認における清算手続では、
債権額を申出期間内に明らかにす ことができなければ、当該債権を有する相続債権者および受遺者は残余財産からしか弁済 受けることができない（民法九三五条） 。債権 存否および額に関す 争いは最終的には民事訴訟が用いられることを考慮す と、請求申 期間内に の存否および額を明らかにするのが難しい場合があること 十分に考え れる。債権者は弁済の順位が劣後する危険を負担すること なる。これは、手続 複雑化と限定承認者への過度な負担を回避するため 取扱いだと推測される。しかし がら、限定承認の目的は第一に相続人の保護にあっても、手続が清算段階へ移行した後は、債権者の利益が優先されるべきである。積極的に参加の意思を表明しない債権者を自己責任の理をもって手続から排除することはできても、一定期間内に自己の債権 を証明できなことをもって優先劣後の順が入れ替わるのは、必ずしも債権者間の公平にか う手続だとはいえないのではなかろうか。限定承認における清算手続でも、少なくとも相続財産が債務超過に陥っていて相 債権者および受遺者 完全な弁済を受けることができ い場合には 彼らに対する公平な弁済とそ ため 手続上の地位が保障さ る必要があると思われる。
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六
　
責任限定効
　
相続により相続人は相続債務も承継するが、限定承認がなされると相続債権者および受遺者の責任財産は相続財
産に限定される。これに対して、相続財産の破産にはこのような責任限定効はな
い
（11
（
。したがって、相続財産の公平
な分配のために破産手続を利用 たとしても、手続終了後に相続債権者や受遺者が、相続人の固有の財産に対して権利行使してくる可能性がある。また、限定承認には申述期間の制限があるので（民法九二四条） 、後に相続財産の破産手続開始決定が取り消されたり（破産法三三条三項） 、破産手続が廃止されたりする場合（同法二一六条一項、二一七条一項）に備えて、限定承認や相続放棄をしておく必要がある。そこで破産法は、相続財産について破産手続が開始された後にも、 承認または財産分離を請求できるようにしている（同法二二八
条
（11
（
） 。
　
これに対して学説では、相続財産の破産手 が行われた場合にも、相続債務の責任財産の範囲を 財産に限る
べきだとの解釈論が、平成一六年の破産法改正以前より展開され い 。民法の側では、相続財産の破産による残存債務に対する相続債権者の権利については、第二種の財産分離を伴うのを制度的 通常視して、破 等の清算手続による以外では請求力ないし摑取力を欠 に至った状態において相続人に承継されるものと解する見
解
（11
（
、相続財
産につき破産開始決定 なされた場合 は限 承認の共同申述を求める民法九二 条がその実質的な根拠を失うことになり、各共同相続人が単独で限定承認をなし得るとす 見
解
（11
（
などが主張されている。破産法の側からは、相続
財産破産における相続財産を破産者とする見解 立ち、法人 の場合と同様に は 手続が行われる限りで存続すべきものであるから、 人 限定承認 たか否かにかかわりなく、財団を構成する財 がなくなった段階で相続債権は引当財産を失うので、それ以降、相続債権は事実上満足を受けられなくなるという見解 有力
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に主張されてい
る
（11
（
。
　
解釈による解決と同時に、抜本的には立法による解決が望ましい問題だとも強く主張さ
れ
（11
（
、平成一六年破産法改
正に際して立法による制度化が検討された
が
（11
（
、この点は改正されなかった。その結果、実務においては、相続人が
自己の固有の財産に対す 相続債権者および受遺者の権利行使を阻止するためには、破産手続とは別に限定承認を申述しておかなければならないとする指
摘
（11
（
は現在においても重要な意味をもつ。
　
破産を申し立てる背景には相続債務の清算を相続財産の範囲で行いたいという相続人の考えがあ
り
（11
（
、また実際に
破産開始決定がなされると相続債務も全てその手続の中で処理されると考えるのが通常であろ
う
（1
（
。平成一六年破産
法改正に際して相続財産破産への責任限定効の議論がな ものの立法化に至らなかったのは、民法における限定承認制度との関係、たとえば共同 があった場合に、限定承認は相続人全員でしなければならないが、破産手続開始申立ては一人でできることについてどう調整するのかなどについて、民法における限定承認制度や財産分離の制度等とあわせてより広い観点から検討すべき課題であ とされたためであ
る
（11
（
。
　
共同相続人全員による限定承認を定めた民法九二三条に関しては、遺産相続について相続人の一人が限定承認を
すればそれによって相続財 の全部について清算し、それによっ 満足し かった相続債権については、単純承認をした相続人が無限のあるいは相続分の割合に応じた責任を引き受けると 考え方が旧民法 改正要綱に示さ ていた。 かしながら、こ 方 で 法律 が錯雑繁多になり、手続が複雑になるとして、現行法による方法が採用され とい
う
（11
（
。相続の放棄を基準に相続人かそうでないかを判断し、相続す ならば全員が単純承認するか限定
承認するかのどちらかであるという状況は、たしかに明解である。他方で、民法九三七条は による清算が開始した後に、限定承認者の一人または数人が法定単純承認の事由 該当する行為をした きには、限定承認 効果を維持 つつ、法定単純承認事由のある者には単純承認があった と同等 を負わせる 規定している。そ
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の場合の単純承認者が相続債権について負う責任は、自己の相続分の割合に相当する部分とされており、相続債務全部ではな
い
（11
（
。現行法では、相続財産の全部について清算手続を維持しつつ、共同相続人の中に単純承認者と限定
承認者が混在するという法律関係が生じることは、ある程度予定されているといえる。　
手続の複雑化についても、たしかに各相続人が個別に限定承認することになれば、申述ごとに手続が進み、また
相続債務について誰がどの程度の責任を負うのか明確にするのに手間がかかることは予想される。しかしながら、すでに限定承認の申述は常に共同して申し出る必要はなく、相続人が各別に申し出た しても同一の裁判所で同時に審判されているようである。また共同相続人の一部に法定単純承認に該当する事由があっても、この者を含めて限定承認の申述を申し立ててい ときは、申立ては適法であ とされてい
る
（11
（
。共同相続人全員について単純承認か
限定承認かの意思を何らかのかたちで確認できれば、共同相続人の一人または一部の者による限定相続を認めたとしても、審判手続は複雑にならな ように思われる。審判過程において共同相続人のうち誰が相続債務に対する責任を承継するのか明らか なることは、相続債権者にとっても自己の権利行使の 手方 分かるので有益である。改正要綱が示された当時に不安視されていた事項は、実務の絶え間ない努力 よりおおよそ克服されてきたと評価することができるのではなかろうか。法律関係や手 を複雑化させない方 、共同相続人の一人の申出によって限定承認の効果と清算手続の開始を認めることは不可能 なさそ である。
七
　
おわりに
　
本稿では、主に相続財産が債務超過に陥っている場合を念頭に置いて、債権者の公平の実現と手続保障という観
点から、限定承認による清算手続と破産によ 清算手続の違いについ 比較した。
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限定承認は相続人の利益保護を第一の目的としているため、限定承認の申述が受理された後の清算手続は簡易で
あり、その分相続債権者や受遺者の間の公平の実現や手続保障は後退している。債権者間に合意がある場合には限定承認による清算が問題なく進むと考えられるが、必ずしも十分な手続上の機能が備わっておらず、とくに債権者間の利害対立が深刻な場合には適切な清算手続だとは評価しがたい。債権者間 公平な財産の分配を実現するためには、相続財産破産の活用 もっと検討されるべき ろう。　
他方で、相続財産の破産は相続人にとっても有益である。破産手続において相続人は、限定承認による清算のよ
うに、相続財産の管理・換価・配当とい た手続を主宰する必要はない。相 財産に対する債権者の個別の権利行使に対応する必要もなく、債権 存否・数額を確定するために別途訴訟手続等を用いる必要もない。しかしながら、破産手続には 限定承認 よう 相続債務の責任 相続財産に限定す 効果が認められていないので、相続人としては限定承認 加えて破産手 を申し立てることになり、この手間が相続人に相続破産の申立てを躊躇させている一因だと考えられる。この点について、平成一六年破産法改正では立法 見送られた 、要因の一つであった共同相続人の一人の申出による限定承認 効果の付与について 、必ずしも不可能であるとまではいえず、この点について今後さらに民法理論と破産法理論の両面から検討されることが望まれる
（11
（
。
（１）
　
中川善之助＝泉久雄『相続法〔第四版〕 』 （二〇〇二年、有斐閣）四〇二頁。
（２）
　
吉岡伸一「相続財産破産」
『現代民法学の理論と実務の交錯』 （成文堂、二〇〇一年）四〇五頁。
（３）加藤和夫「限定承認と相殺の禁止」近藤完爾＝浅沼武編『民事法の諸問題Ⅱ』 （一九六六年、判例タイムズ社）一五六頁以
下、山本和彦「相続財産破産に関する立法論的検討」大阪市立大学法学雑誌四五巻三＝四号五三九頁（一九九九年） 、法務省民事局参事官室「破産法等の見直しに関する中間試案補足説明」 『破産法等の見直しに関する中間試案と解説』 （別冊
N
B
L
七
四号所収）一〇五頁（二〇〇二年）など。
（４）
　
小西洋「財産の管理に関する家事審判」金子修＝山本和彦＝松原正晶編『講座実務家事事件手続法（下）
』 （二〇一七年、日
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本加除出版）四三頁。
（５）中島弘雅『体系倒産法Ⅰ』
（二〇〇七年、中央経済社）五二四頁、竹下守夫編集代表『大コンメンタール破産法』 （二〇〇七
年、青林書院）九五〇頁〔中島弘雅〕 、伊藤眞＝岡正晶＝田原睦夫＝林道晴＝松下淳一＝森宏司編『条解破産法〔第二版〕 』 （二〇一四年、弘文堂）一 七二頁、田原睦夫＝山本和彦監修『注釈破産法（下） 』 （二〇一五年、きんざい）五〇〇頁〔平岩みゆき〕 。
（６）
　
なお財産分離については、
相続財産破産の制度が債務超過の相続財産に関する配当弁済の手続をより正確かつ綿密に定めて
いるため、民法上の財産分離の制度はほとんどその実用性を喪失しているとして、以前より廃止論も主張されている。谷口知平＝久貴忠彦編『新版注釈民法 （
（（） 〔補訂版〕 』 （二〇一三年、有斐閣）六四一頁〔塙陽子〕 。
（７）
　
佐上善和『家事事件手続法Ⅱ』
（二〇一四年、信山社）三一六頁。
（８）
　
申述受理の審判の性質については実質的審査説
（実務）と形式的審査説が対立している。学説の概要と、実質適審査説によ
る審理の対象については、佐 ・前掲注 （７） 三一七頁以下を参照。
（９）
　
相続債権者または受遺者が申し立てる場合には、
その有する債権の存在も疎明しなければならない（破産法二二四条二項一
号） 。
（
（0）限定承認が相続財産の清算を前提にするものであって、相続財産を独立した特別財産のようにみるという点から考えると、管理における注意義務の程度は破産管財人が破産 団の管理について負う注意義務と同程度の善管 意義務を課すべきだとの批判がある。松原正明『全訂判例先例相続 Ⅲ』 （二〇〇八年、日本加除出版）二〇二頁、谷口 久貴・前掲注 （６） 五六四頁〔小室直人・浦野由紀子〕 、松川正毅＝窪田充見編『新基本法コンメンタール相続』 （二〇一六年、日本評論社）一四七頁〔川淳一〕 。
（
（（）　
中川＝泉・前掲注 （１） 四一四頁注 （１） 、松原・前掲注 （
（0） 二〇四頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五六五頁〔小室直人・浦野由
紀子〕 、松川＝窪田・前掲注 （
（0） 一四七頁〔川淳一〕 。
　　　
これに対しては、
破産管財人の場合と同様に、請求による相続財産管理人に管理処分権を専属させ、相続財産の清算業務を
行わせるべきであるとの主張がある。於保不二雄「共同相続における遺産の管理」 『家族法大系Ⅶ』 （一九六〇年、有斐閣）一〇一頁。
（
（（）　
伊藤昌司『相続法』 （二〇〇二年、有斐閣）三九七頁。
（
（（）　
横浜地判昭和四〇年三月二九日下民集一六巻三号五〇一
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 六七〇頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
東京地判平成一三年二月一六日判例時報一七五三号七八頁。
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（（（）大阪地決明治四四年七月一七日新聞七八五号二四頁、名古屋地決昭和四年五月一五日新聞二九九二号五頁。ただし、対抗要件を必要とする優先権のある債権については、相続開始の時までに対抗要件を具備していることが必要である。その時までに対抗要件を具備しない場合には、他の債権者が優先権を承認しない限り、その債権者が優先弁済を受けられず、対抗要件の具備を請求できない。大判昭和九年一月三〇日民集一三巻九三頁、大判昭和一四年一二月二一日民集一八巻一六二一頁
（
（（）　
東京地判平成九年七月二五日判例時報一六三五号一一九頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五四七頁〔小室直人・浦野由紀子〕 。
（
（（）　
中川＝泉・前掲注 （１） 四〇八頁。
（
（（）　
松原・前掲注 （
（0） 二二三頁。
（
（0）これに加えて、限定承認者に弁済を拒絶する義務があるかどうかについては 学説上争いがある。多数説は、請求申出期間中であっても、限定承認者において相続財産をもって相続 および受遺者に対する債務を完済できる見通しがついた場合に、なお期間満了前であることで弁済を拒絶しなければならない理由 ないとして 弁済拒絶義務はないと解する。これに対して、近時の有力説は、期間満了前に限定承認者が弁済拒絶権を行使せず、その結果、相続債権者および受遺 への弁済ができなくなった場合には、限定承認者はそれによって生じた損害を賠償する責任を負わなければ らない（民法九三四条）ので、限定承認者は期間満了前に 事実上弁済するこ ができない（事実上の義務がある）と解している。谷口＝久貴・前掲注 （６）五七四頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
大判大正四年三月八日民録二一輯二八九頁。
　　　
これに対して学説は、
債権の数額が未確定の間の弁済によって相続債権者および受遺者に損害が生じた場合には、限定承認
者は損害賠償責任を負うことになるので 弁済 拒絶 とするのは限定承認者 とっ 酷であると主張 。 その上で、請求申出期間満了後であっ も、弁済額を計算するのに相当な期間内は弁済を拒絶することが信義則上認められると主張する。松原・前掲注 （
（0） 二二三頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五七五頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
栗田隆「限定承認された相続財産の破産」金融法務事情一三一二号六頁（一九九二年） 、香川保一監修『注釈民事執行法≲第
二巻≳』 （一九九〇年、きんざい）六三八頁〔富越和厚〕
（
（（）　
香川・前掲注 （
（（） 六三七頁〔富越和厚〕 、谷口＝久貴・前掲注 ６） 五七四頁〔松原正明〕 、松川＝窪田・前掲注 （
（0） 一四八頁
〔川淳一〕 。
（
（（）　
大阪高判大阪高判昭和六〇年一月三一日高民集三 巻一号一三頁判例時報一一五五号二六九頁、判例タイムズ 五二号一八
〇頁、竹下守夫「判批」伊藤眞＝上原敏夫＝長谷部由起子編『民事執行・保全判例百選』四〇頁（二〇〇五年） 。
（
（（）　
特別の定めがある場合として、破産債権である租税等の請求権に基づく国税滞納処分等（破産法 〇条二項） 、給料の請
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求権等の弁済許可（破産法一〇一条）がある。
（
（（）　
最判平成一〇年二月一三日民集五二巻一号三八頁。なおこの事案は、限定承認者と受贈者が同一の事例であり、受贈者が限
定承認者以外 第三者である場合にまで本判決の射程が及ぶか否かについては議論がある。谷口＝久貴・前掲注 （６） 五八四頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
松原・前掲注 （
（0） 二一五頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五八七頁〔松原正明〕 、松川＝窪田・前掲注 （
（0） 一五〇頁〔川淳一〕 。
（
（（）　
法曹会決議大正五年二月一二日要録九一八頁。
（
（（）　
法曹会決議昭和一一年五月 日法曹会雑誌一四巻九号一四〇頁、日本財産管理協会編『相続財産の管理と処分の実務〔第二
版〕 』 （二〇一八年、日本加除出版）三二六頁。
（
（0）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 八六頁〔松原正明〕 、日本財産管理協会・前掲注 （
（（） 三二七頁。
（
（（）　
法曹会決議昭和三年六月二七日要録九 九頁。
（
（（）　
東京地判昭和七年一一月二九日新聞三五 六号一一頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五八八頁〔松原正明〕 、松川＝窪田・前掲
注 （
（0） 一五〇頁〔川淳一〕 。
（
（（）　
具体的な問題点は、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五九 頁〔松原正明〕以下を参照。
（
（（）　
伊藤眞『破産 ・民事再生法〔第四版〕 』 二〇一八年、有斐閣）七〇六頁。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 五七六頁〔松原 明〕 、伊藤・前掲注 （
（（） 二九八頁。
（
（（）　
債権額に争いがある場合の対応としては、限定承認者が推測よりも過大な債権額の申出があった場合には、その推測による
債権額を弁済すれば足りるという考え方と、当該債権者に対する配当を留保したまま他の相続債権者に配当し、相続債務の存否・額に関して争いがある場合には民事訴訟手続によって確定されるべき との考え方が対立している。谷口＝久貴・前掲注 （６） 五七七頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 六〇〇頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 五七八頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
東京地判平成三年六月二八日判例時報一四一四号八四頁、判例タイムズ七八一号二一六 。
（
（0）　
栗田・前掲注 （
（（） 九頁。
（
（（）　
斉藤秀夫＝麻上正信＝林屋礼 編『注解破産法〔第三版〕下』 （一九九九年、青林書院） 四六頁〔林屋礼二 宮川知法〕 、
佐上・前掲注 （７） 三一四頁、田原＝山本・前掲注 （５） 五〇〇頁〔平岩みゆき〕 。
（
（（）　
大阪高判昭和六三年七月二九日高民集四一巻二号八六 、斉藤秀夫＝麻上正信＝林屋礼二編『注解破産法〔第三版 上』 （一
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九九八年、青林書院）六四頁〔小室直人・高階貞男〕 、竹下・前掲注 （６） 九六九頁〔中島弘雅〕 、伊藤・前掲注（
（（）九四頁、
伊藤ほか・前掲注 （５ 一四七三頁、山本克己＝小久保孝雄＝中井康之編『新基本法コンメンタール破産法』 （二〇一四年、日本評論社）五二二頁、五三一頁〔笠井正俊〕 、田原 山本・前掲注 （５） 五二三頁〔渡辺耕太〕 。
（
（（）　
ただし、相続財産の破産と限定承認による清算が重複して進行する必要はないので、より厳格な手続である破産による清算
手続が優先し、限定書運員による清算手続は破産手続開始決定の取消しまたは破産手続廃止決定が確定するか、 手続終結決定があるまで中止される（破産法二二八条但書） 。
（
（（）　
伊藤昌司「判批（大阪高判昭和六三年七月二九日） 」判例タイムズ六二八号一二七頁（一九八七年） 。
（
（（）　
川淳一「相続財産の倒産処理」河野正憲＝中島弘雅編『倒産法体系』 （二〇〇一年、弘文堂）五二九頁。
（
（（）　
中島弘雅「相続財産破産をめぐる近時の問題」大阪市立大学法学雑誌四五巻三＝四号四九九頁（一九九 年） 。
（
（（）山本・前掲注 （３ 五五七頁、山本研「相続財産の清算をめぐる諸問題」福里盛雄教授退官記念論文集『相続法の諸問題』 （一九九九年、みえばし出版）二六一頁。解釈論としては通説に与するものの 必ずしもこのような帰結をよしとせず、立法論として相続財産破産に限 承認の効果を認める必要性を指摘する見解も多かったとの指摘がある。山本研「判批」伊藤眞＝松下淳一編『倒産判例百選〔第五 〕 』九五頁（二〇一三年） 。
（
（（）　
法務省民事局参事官室・前掲注 （３） 一〇六頁。
（
（（）　
吉岡・前掲注 （２） 四一五頁、安達栄司「相続財産破産」櫻井孝一＝加藤哲夫＝西口元編『倒産処理法制の理論と実務』 （経
済法令研究会、二〇〇六 ）四二一頁、中島・前掲注 （５） 五三一頁、谷口＝久貴・前掲注 （６） 五五三頁〔小室直人・浦野由紀子〕 、伊藤ほか・前掲注 （５） 一四七三頁、一四九六頁。
（
（0）　
林屋礼二＝上田徹一郎＝福永有利『破産法』 一九九三年、青林書院）一三四頁〔林屋礼二〕 。
（
（（）　
山本研・前掲注 （
（（） 九五頁（二〇一三年） 。
（
（（）　
法務省民事局参事官室 ３ 一〇六頁、伊藤眞＝松下淳一＝山本和彦編『新破産法の基本構造と実務』 （二〇〇七年、
有斐閣）五五六頁〔小川秀樹発言〕 。
（
（（）　
中川＝泉・前掲注 （１） 四〇四頁、四〇六頁注 （４） 、谷口 久貴・前掲注 （６） 五五五頁〔小室直人・浦野由紀子〕 。
（
（（）　
谷口＝久貴・前掲注 （６） 六一一頁〔松原正明〕 。
（
（（）　
佐上・前掲注 （７） 三一四頁。
（
（（）　
平成一六年破産法改正を受けて民法が宿題を負ったとの認識を示すものとして、 小林秀之＝沖野眞巳 『わかりやすい破産法』
（二〇〇五年、弘文堂）二四七頁〔沖野眞巳〕 。
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